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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 291,000,000

計 291,000,000

種類
事業年度末現在発行数 

(株) 
(平成21年３月31日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成21年６月26日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 73,499,875 73,499,875
東京証券取引所
(市場第一部) 

単元株式は1,000株であり
ます。 

計 73,499,875 73,499,875 ― ―
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 新株予約権の行使(旧転換社債の権利行使)による増加であります。 

２ 自己株式の消却によるものであります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成21年３月31日現在 

 
(注) 自己株式41,737株は「個人その他」に41単元および「単元未満株式の状況」に737株含めて記載しております。

なお、自己株式41,737株は株主名簿記載上の株式数であり、平成21年３月31日現在の実質所有株式数は40,737

株であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成16年４月１日から 
平成17年３月31日  
(注)１ 

1,363 74,165 535 9,325 535 12,679

平成17年４月１日から 
平成18年３月31日  
(注)１ 

33 74,198 15 9,341 15 12,695

平成18年４月１日から 
平成19年３月31日  
(注)１ 

401 74,599 190 9,532 190 12,886

平成20年７月28日  
(注)２ 

△1,100 73,499 ― 9,532 ― 12,886

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府および
地方公共団

体
金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人 
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 49 27 147 116 2 3,358 3,699 ―

所有株式数 
(単元) 

― 34,381 470 7,544 18,679 17 12,100 73,191 308,875

所有株式数 
の割合(％) 

― 46.97 0.64 10.31 25.52 0.02 16.54 100 ―
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(6) 【大株主の状況】 

平成21年３月31日現在 

 
(注)１ 三井アセット信託銀行株式会社(現 中央三井アセット信託銀行株式会社)から、平成16年７月15日付で関東

財務局長に提出された大量保有(変更)報告書により、平成16年６月30日現在で以下の株式を所有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができ

ておりませんので、上記「大株主の状況」には考慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
    ２ シュローダー投信投資顧問株式会社から、平成16年８月３日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)

報告書により、平成16年７月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状

況」には考慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 

氏名または名称   住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４Ｇ) 

東京都中央区晴海１―８―11 5,224 7.10

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 5,141 6.99

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１―６―６
日本生命証券管理部内 

4,669 6.35

日本トムソン取引先持株会 東京都港区高輪２―19―19 2,533 3.44

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室) 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A 
(東京都中央区日本橋兜町６―７) 

2,498 3.39

資産管理サービス信託銀行株式
会社(年金信託口) 

東京都中央区晴海１―８―12
晴海アイランドトリトンスクエア オフィス
タワーＺ棟 

2,439 3.31

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 2,380 3.23

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海１―８―12
晴海アイランドトリトンスクエア オフィス
タワーＺ棟 

2,233 3.03

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス アカ
ウント 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室) 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD. ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６―７) 

1,649 2.24

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 1,612 2.19

計   ― 30,379 41.33

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 三井アセット信託銀行株式会社 2,163 2.92

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 シュローダー投信投資顧問株式会社 1,617 2.18

 

シュローダー・インベストメント・
マネージメント・ノースアメリカ・
リミテッド 

607 0.82

 
シュローダー・インベストメント・
マネージメント・リミテッド 

530 0.71
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    ３ 日本生命保険相互会社から、平成17年８月15日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書によ

り、平成17年７月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度

末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状況」には考

慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
    ４ 株式会社ＵＦＪ銀行(現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)から、平成17年９月13日付で関東財務局長に提出さ

れた大量保有(変更)報告書により、平成17年８月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんの

で、上記「大株主の状況」には考慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
    ５ モルガン・スタンレー証券株式会社から、平成19年５月８日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)

報告書により、平成19年４月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状

況」には考慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
    ６ アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から、平成19年５月18日付で関東財務局長に提出された

大量保有(変更)報告書により、平成19年５月15日現在で以下の株式を所有している旨の連絡を受けております

が、当社として当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上

記「大株主の状況」には考慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
    ７ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、平成19年６月７日付で関東財務局長に

提出された大量保有(変更)報告書により、平成19年５月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受け

ておりますが、当社として当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませ

んので、上記「大株主の状況」には考慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 
ニッセイアセットマネジメント株式
会社 

39 0.05

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 ＵＦＪ信託銀行株式会社 355 0.48

 
ＵＦＪアセットマネジメント株式会
社 

36 0.05

 ＵＦＪつばさ証券株式会社 32 0.04

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 モルガン・スタンレー証券株式会社 277 0.37

 
モルガン・スタンレー・アンド・カ
ンパニー・インコーポレーテッド 

608 0.82

 

モルガン・スタンレー・アンド・カ
ンパニー・インターナショナル・ピ
ーエルシー 

2,235 2.97

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 
アクサ・ローゼンバーグ証券投信投
資顧問株式会社 

2,926 3.92

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 
バークレイズ・グローバル・インベ
スターズ信託銀行株式会社 

858 1.15

 
バークレイズ・グローバル・インベ
スターズ株式会社 

1,804 2.42

 
バークレイズ・グローバル・インベ
スターズ、エヌ・エイ 

711 0.95

 
バークレイズ・キャピタル・セキュ
リティーズ・リミテッド 

79 0.11
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    ８ ゴールドマン・サックス証券株式会社から、平成19年11月６日付で関東財務局長に提出された大量保有(変

更)報告書により、平成19年10月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の

状況」には考慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
    ９ 住友信託銀行株式会社から、平成20年２月７日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書によ

り、平成20年１月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度

末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状況」には考

慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
    10 株式会社みずほ銀行から、平成20年11月21日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書により、

平成20年11月14日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時

点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状況」には考慮し

ておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
    11 フィデリティ投信株式会社から、平成21年２月19日付で関東財務局長に提出された大量保有(変更)報告書に

より、平成21年２月13日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年

度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状況」には

考慮しておりません。 

 なお、その大量保有(変更)報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 
ゴールドマン・サックス証券株式会
社 

186 0.25

 
ゴールドマン・サックス・アセッ
ト・マネジメント・エル・ピー 

2,468 3.31

 
ゴールドマン・サックス・アセッ
ト・マネジメント株式会社 

123 0.16

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 住友信託銀行株式会社 2,830 3.79

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 株式会社みずほ銀行 1,306 1.78

 みずほ信託銀行株式会社 5,105 6.95

 みずほ投信投資顧問株式会社 408 0.56

 
氏名または名称 所有株式数(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

 フィデリティ投信株式会社 449 0.61

 
エフエムアール エルエルシー 
(ＦＭＲ ＬＬＣ) 

4,633 6.30
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成21年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式737株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成21年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式数が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

 
会社法第155条第７号による普通株式の取得 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  

40,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

73,151,000 
73,151 ―

単元未満株式 
普通株式 

308,875 
― ―

発行済株式総数 73,499,875 ― ― 

総株主の議決権 ― 73,151 ― 

所有者の氏名 
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本トムソン株式会社 

東京都港区高輪２－19－19 40,000 ― 40,000 0.05

計 ― 40,000 ― 40,000 0.05

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】  
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。 

  

当社の配当政策につきましては、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置

づけており、業績水準等を総合的に勘案し、安定的な配当を継続することを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決

定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、この基本方針に基づき、期末配当金は１株につき３円と

し、中間配当金とあわせて11円としております。 

また、内部留保資金につきましては、今後の経営環境等に留意しながら、企業価値の最大化に向け

て、収益力の向上と経営基盤の強化を図るとともに、急速な技術革新と需要の変化に対応させた生産体

制の構築や新製品開発等の投資に充てる考えであります。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 14,344 6,908

当期間における取得自己株式 1,802 823

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 1,100,000 1,209,212 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) 6,431 3,130 ― ―

保有自己株式数 40,737 ― 42,539 ―

３ 【配当政策】

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成20年11月10日取締役会 587 8.00

平成21年６月26日定時株主総会 220 3.00
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(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部の取引に基づくものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部の取引に基づくものであります。 

  

４ 【株価の推移】

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 882 1,430 1,480 1,195 810

最低(円) 581 666 1,006 559 266

月別
平成20年 
10月

 
11月 12月

平成21年
１月

 
２月 ３月

最高(円) 511 505 374 423 379 385

最低(円) 372 335 322 352 266 277
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
取締役社長

― 山 下   皓 昭和18年12月14日生

昭和42年３月 当社入社 

(注)２ 22

平成２年７月 当社生産部長 

平成７年７月 当社岐阜製作所長 

平成８年６月 当社取締役岐阜製作所長 

平成10年12月 当社取締役岐阜製作所長兼岐阜製

作所第四工場長 

平成11年６月 当社取締役岐阜製作所長 

平成12年６月 当社常務取締役 

平成16年６月 当社代表取締役社長(現) 

専務取締役

技術センタ
ー・開発セ
ンター・製
品開発推進
部・生技セ
ンター担当 

上 村 明 彦 昭和21年３月16日生

昭和43年４月 当社入社 

(注)２ 22

平成９年７月 当社開発センター技術研究所長 

平成10年７月 当社営業技術部長 

平成11年９月 当社開発センター所長 

平成12年６月 当社取締役開発センター所長 

平成12年７月 当社取締役開発センター所長兼開

発センター技術室長 

平成14年６月 当社取締役開発センター所長 

平成16年６月 当社常務取締役 

平成20年６月 当社専務取締役(現) 

専務取締役

生産部門・ 
人事総務部
担当 
法務室長 

末 田 廣 平 昭和21年１月８日生

昭和43年４月 当社入社 

(注)２ 15

平成６年７月 当社岐阜製作所第一工場長 

平成９年４月 当社岐阜製作所第五工場長 

平成12年６月 当社岐阜製作所長 

平成14年６月 当社取締役岐阜製作所長 

平成18年３月 当社取締役岐阜製作所長兼第四工

場長 

平成18年６月 当社常務取締役 

平成20年６月 当社専務取締役(現) 

常務取締役

営業部門・
営業技術
部・国際営
業推進部担
当 

駒 場  潔 昭和23年８月20日生

昭和46年４月 当社入社 

(注)２ 12

平成７年７月 当社東部支社南関東支社長 

平成16年７月 当社営業部長 

平成17年７月 当社営業部長兼国際営業推進部長 

平成18年６月 当社取締役営業部長兼国際営業推
進部長 

平成18年７月 当社取締役営業部長 

平成20年６月 当社常務取締役(現) 

常務取締役

経営企画
部・経理
部・秘書室
担当 
輸出管理室
長 

近 藤 俊 夫 昭和25年３月３日生

昭和47年４月 当社入社 

(注)２ 13

平成16年７月 当社経営企画部副部長 

平成18年６月 当社取締役経営企画部長 

平成18年８月 当社取締役経営企画部長兼法務室
管理責任者 

平成20年６月 当社常務取締役(現) 

取締役 中部支社長 柏 原 吉 寛 昭和23年３月21日生

昭和45年４月 当社入社 

(注)２ 5

平成12年９月 当社東部支社東北支社長 

平成14年６月 当社東部支社南関東支社長 

平成16年６月 当社中部支社長 

平成18年６月 当社取締役中部支社長(現) 

取締役
岐阜製作所
長 

武 田 幸 兒 昭和23年12月15日生

昭和46年４月 当社入社 

(注)２ 12
平成12年６月 当社岐阜製作所第五工場長 

平成16年２月 当社岐阜製作所生産総括部長 

平成18年６月 当社取締役岐阜製作所長(現) 

取締役

海外営業部
長兼海外営
業部営業第
二部長兼輸
出管理室管
理責任者 

田 中 清 春 昭和27年１月24日生

昭和49年４月 当社入社 

(注)２ 5

平成17年10月 当社海外営業部営業第一部長 

平成18年７月 NIPPON THOMPSON EUROPE B.V. 取
締役社長 

平成20年６月 当社取締役海外営業部長兼海外営
業部営業第二部長兼輸出管理室管
理責任者(現) 
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(注)１ 監査役武井洋一、石部憲治および齊藤聡は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  ２ 取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  ３ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
人事総務部
長兼法務室
管理責任者 

服 部 信 一 昭和25年９月12日生

昭和50年４月 当社入社 

(注)２ 5

平成15年７月 当社岐阜製作所管理部長 

平成18年４月 当社総務部副部長 

平成18年７月 当社人事総務部副部長 

平成20年６月 当社取締役人事総務部長兼法務室

管理責任者(現) 

取締役
技術センタ
ー所長 

田 中 一 彦 昭和28年１月10日生

昭和51年４月 当社入社 

(注)２ 4

平成14年６月 当社技術センター技術部長 

平成16年７月 当社技術センター品質保証部長 

平成17年７月 当社技術センター所長兼品質保証

部長 

平成18年７月 当社技術センター所長 

平成19年７月 当社技術センター所長兼技術部長 

平成20年６月 当社取締役技術センター所長兼技

術部長 

平成20年７月 当社取締役技術センター所長(現) 

常勤監査役 ― 鈴 木 一 夫 昭和24年４月２日生

昭和48年４月 株式会社東海銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行 
(注)３ 4

平成14年11月 当社入社、参与社長付 

平成15年６月 当社常勤監査役(現) 

監査役 ― 武 井 洋 一 昭和36年６月10日生

平成５年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会)、

岩田合同法律事務所入所 

(注)３ ―
平成12年４月 明哲綜合法律事務所パートナー 

平成15年６月 当社監査役(現) 

平成20年４月 成和明哲法律事務所パートナー

(現) 

監査役 ― 石 部 憲 治 昭和22年５月４日生

昭和45年７月 株式会社東海銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行 

(注)３ ―

平成11年４月 同行執行役員投資銀行営業本部長 

平成12年４月 東海インターナショナル証券株式

会社(現三菱ＵＦＪ証券株式会社)

常務取締役 

平成13年４月 ＵＦＪパートナーズ投信株式会社

(現三菱ＵＦＪ投信株式会社)専務

取締役 

平成14年４月 同社常勤監査役(現) 

平成16年６月 当社監査役(現) 

監査役 ― 齊 藤  聡 昭和34年５月16日生

昭和57年４月 株式会社東海銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行 

(注)３ ―

平成14年４月 学校法人産業能率大学経営情報学

部助教授 

平成17年４月 学校法人産業能率大学経営学部教

授(現) 

平成19年６月 当社監査役(現) 

計 119
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【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、社会的使命に配慮した企業活動を推進し、ユーザーニーズに即した技術の開発と豊かな地球

環境の実現を目指すことにより、社会とともに発展し続けるという経営の基本方針に基づき、迅速で適

切な意思決定と業務執行に対する監督機能の充実を図り、コンプライアンスを徹底し、経営の透明性を

高めることが重要な課題であると考えております。 

  

(2) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

取締役会は取締役10名で構成され、取締役の職務執行の効率性を確保するために、毎月の定例取締

役会のほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、法令に定められた事項や経営に関する重

要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督しております。 

加えて、役付取締役による経営会議を原則として毎週開催しており、目標展開や課題に対する進捗

状況の確認等を行うことにより、迅速な経営判断と業務執行を行っております。 

② 内部統制システムの整備の状況 

当社は、監査役制度を採用しており、社外監査役３名を含む監査役４名は、原則として全員が取締

役会に出席し、取締役から事業の報告等を受け、必要に応じて意見を述べるなど、取締役の業務執行

状況の監視・監督を行っております。さらに、監査役会を定期的に開催し、監査計画に基づき、監査

活動を実施しております。加えて、コーポレート・ガバナンス体制に関して、顧問弁護士、会計監査

人である監査法人からは第三者としての立場より、必要に応じてアドバイスを受けております。 

また、平成18年５月15日付で制定した当社グループの「内部統制基本方針」を、平成21年５月７日

付で一部改正し、リスク管理体制および反社会的勢力の排除に向けた体制を整備しました。今後も同

方針に沿ってコーポレート・ガバナンス体制の整備・強化に努めてまいります。 

(ア) 取締役・従業員等の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

「行動憲章」、「コンプライアンス管理規程」を取締役および従業員等が法令、定款および社会規

範等を遵守するための行動規範としております。また、その徹底を図るため、コンプライアンス委員

会が組織全体を統括し、取締役および従業員等に対し、行動規範等の啓蒙等を行うとともに、内部通

報窓口を設置し、運用しております。内部監査室は、コンプライアンス体制が有効に機能しているか

否かを監査することとしております。 

(イ) 取締役の職務の執行に係る情報の保管および管理に関する事項 

取締役の職務執行に係る情報を文書等に記録し、「情報セキュリティ基本規程」および「文書管理

規程」に基づき保存・管理しております。取締役および監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる

ものとしております。 

(ウ) 損失の危険の管理に関する規程とその体制 

当社を取り巻くさまざまなリスクに対して、「リスク管理規程」に基づきリスク管理体制を構築し

ております。リスク管理委員会は、リスク管理方針を策定し、リスク低減を組織全体へ徹底させると

ともに、各部署におけるリスク点検および内部監査室監査により統制活動を実施することとしており

ます。統制活動で明らかになったリスクおよび新たに生じたリスクについて、すみやかに対応方針を

決定することとしております。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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(エ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役の職務執行の効率性を確保するために、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じて、機動的

に臨時取締役会を開催し、法令に定められた事項や経営に関する重要事項を決定しております。ま

た、「職務権限規程」および意思決定のための諸規程の改廃とともに、情報技術を活用した全社的な

業務の効率化を実現するシステム構築等、適正かつ効率的な職務の執行体制により企業を運営するこ

ととしております。加えて、経営会議を原則として毎週開催し、目標展開や課題に対する進捗状況の

確認等を行うことにより、迅速な経営判断と職務執行を推進する体制を構築しております。 

(オ) 当社および関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は、業務分掌規程等に従い、関係会社を管理する権限と責任を有する当社所管部署の統括の下

で、それぞれ担当する関係会社の管理を行うとともに、内部統制に関する指導、徹底を図っておりま

す。 

(カ) 監査役(会)がその補助すべき従業員等を置くことを求めた場合における当該従業員等に関する体

制、ならびにその従業員等の取締役等からの独立性に関する事項 

監査役（会）の職務を補助する部署と補助担当者を定め、監査役（会）は、当該部署および補助担

当者に、監査業務に必要な事項を命令することができるものとしております。また、監査役（会）よ

り監査業務に必要な命令を受けた補助担当者は、その命令に関して、取締役等の指揮命令を受けない

ものとしております。 

(キ) 取締役および従業員等が監査役に報告するための体制および監査役会への報告に関する体制 

取締役と監査役との協議により、監査役（会）に報告する事項を定め、経営に重要な影響をおよぼ

す事項、内部監査の実施状況等その内容をすみやかに報告することとしております。 

(ク) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、原則として全員が取締役会に出席し、取締役から職務執行状況の報告・説明等を受け、

必要に応じて、意見を述べる等、取締役の職務執行状況を監視・監督するとともに、必要に応じて、

外部弁護士等の監査業務に関するアドバイスを受けられる体制を構築しております。 

監査役は、代表取締役、監査法人および内部監査室それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催し

ております。 

(ケ) 反社会的勢力排除に向けた体制 

「反社会的勢力対応規程」を定め、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、通常

の商取引を含め一切の関係を遮断し、金銭その他の経済的利益の提供を行わないこととしておりま

す。また、不当な要求に対しては毅然とした対応を行うとともに、警察等外部機関との緊密な連携を

行うこととしております。 
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(3) 会計監査の状況 

当社は、監査法人トーマツとの間で、会社法監査と金融商品取引法監査について、監査契約を締結し

ております。当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名および監査業務に係る補助者の構成

は、次のとおりであります。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員・業務執行社員 國井 泰成 

  指定社員・業務執行社員 京嶋 清兵衛 

   (注) 継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

 会計監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ６名、会計士補等 ８名 
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(4) 役員報酬等の内容 

 
(注)１ 当社には社外取締役はおりません。 

  ２ 取締役の支給人員には平成20年６月27日開催の第59回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役４名

を含んでおります。 

  ３ 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

  ４ 上記報酬等の額のほか、平成20年６月27日開催の第59回定時株主総会の決議に基づき、同総会終結の時をも

って退任した４名の取締役に対し支払った役員退職慰労金は168百万円であります。なお、この金額には当事業

年度および過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引当金の増加額156百万円が含まれております。 

  

(5) 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係、その他の利害関

係の概要 

① 当社には社外取締役はおりません。 

② 当社の監査役は４名で構成されておりますが、このうち３名は社外監査役であります。なお、社

外監査役はいずれも当社との間には、特別な人的関係、資本的関係または取引関係、その他の利害

関係はありません。 

 なお、第三者としてコーポレート・ガバナンス体制に関与する顧問弁護士、会計監査人である監

査法人およびその指定社員・業務執行社員に関しましても、当社の間には必要に応じてアドバイス

を受ける以外、特別な利害関係はありません。 

  

(6) 取締役の定数 

当社は、「当会社の取締役は、15名以内とする。」旨を定款に定めております。 

   

(7) 取締役の選任および解任の決議要件 

当社は、「取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。」旨を、また、「取締役の選任決議は、累積投票

によらない。」旨を定款に定めております。 

  

区  分 支 給 人 員（名） 報酬等の額（百万円）

取 締 役 14 236 

監 査 役（うち社外監査役） 4（3） 45（18） 

合  計 18 282 
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【監査報酬の内容等】 

(1)【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

 
  

(2)【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

  

(3)【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務諸表に係る内部統

制に関する助言・指導業務であります。 

  

(4)【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ─ ─ 45 21

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 ─ ─ 45 21
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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,804 12,559

受取手形及び売掛金 13,199 6,719

たな卸資産 26,594 －

商品及び製品 － 15,696

仕掛品 － 8,867

原材料及び貯蔵品 － 6,434

繰延税金資産 1,864 1,217

その他 845 2,373

貸倒引当金 △36 △22

流動資産合計 57,272 53,844

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 16,982 17,161

減価償却累計額 △11,403 △11,967

建物及び構築物（純額） 5,578 5,193

機械装置及び運搬具 39,382 40,046

減価償却累計額 △31,433 △32,043

機械装置及び運搬具（純額） 7,948 8,003

工具、器具及び備品 8,831 9,080

減価償却累計額 △7,419 △7,963

工具、器具及び備品（純額） 1,411 1,116

土地 1,484 3,145

建設仮勘定 320 1,385

有形固定資産合計 16,743 18,844

無形固定資産 340 250

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  7,242 ※1  4,874

繰延税金資産 13 630

その他 ※1  3,201 ※1  2,682

貸倒引当金 △51 △106

投資その他の資産合計 10,405 8,081

固定資産合計 27,489 27,177

資産合計 84,761 81,021
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,912 6,675

短期借入金 981 284

1年内償還予定の転換社債 7,586 －

1年内返済予定の長期借入金 － 555

未払費用 2,966 2,022

未払法人税等 1,663 164

役員賞与引当金 81 46

その他 1,264 1,623

流動負債合計 24,455 11,370

固定負債   

長期借入金 － 12,167

繰延税金負債 236 245

退職給付引当金 679 1,200

役員退職慰労引当金 356 275

その他 27 27

固定負債合計 1,301 13,917

負債合計 25,757 25,288

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,532 9,532

資本剰余金 12,886 12,886

利益剰余金 36,579 34,630

自己株式 △1,246 △37

株主資本合計 57,752 57,011

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,136 475

為替換算調整勘定 115 △1,753

評価・換算差額等合計 1,252 △1,278

純資産合計 59,004 55,733

負債純資産合計 84,761 81,021
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

売上高 52,101 41,281

売上原価 ※2, ※4  33,188 ※2, ※4  28,034

売上総利益 18,913 13,247

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  10,760 ※1, ※2  10,457

営業利益 8,153 2,790

営業外収益   

受取利息 148 81

受取配当金 106 154

不動産賃貸料 37 38

その他 83 128

営業外収益合計 375 402

営業外費用   

支払利息 3 103

債権譲渡損 66 －

売上割引 66 55

固定資産除却損 80 93

為替差損 130 185

その他 106 83

営業外費用合計 453 521

経常利益 8,075 2,672

特別利益   

投資有価証券売却益 － 4

過年度関税還付額 39 －

特別利益合計 39 4

特別損失   

固定資産売却損 ※3  22 ※3  －

投資有価証券評価損 990 1,562

特別損失合計 1,012 1,562

税金等調整前当期純利益 7,102 1,114

法人税、住民税及び事業税 3,509 246

法人税等調整額 26 421

法人税等合計 3,535 668

当期純利益 3,566 445
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 9,532 9,532

当期末残高 9,532 9,532

資本剰余金   

前期末残高 12,887 12,886

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 12,886 12,886

利益剰余金   

前期末残高 34,196 36,579

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △6

当期変動額   

剰余金の配当 △1,183 △1,175

当期純利益 3,566 445

自己株式の処分 － △3

自己株式の消却 － △1,209

当期変動額合計 2,382 △1,942

当期末残高 36,579 34,630

自己株式   

前期末残高 △77 △1,246

当期変動額   

自己株式の取得 △1,170 △6

自己株式の処分 1 6

自己株式の消却 － 1,209

当期変動額合計 △1,169 1,208

当期末残高 △1,246 △37

株主資本合計   

前期末残高 56,538 57,752

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △6

当期変動額   

剰余金の配当 △1,183 △1,175

当期純利益 3,566 445

自己株式の取得 △1,170 △6

自己株式の処分 0 3

当期変動額合計 1,213 △733

当期末残高 57,752 57,011
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,190 1,136

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,053 △661

当期変動額合計 △1,053 △661

当期末残高 1,136 475

為替換算調整勘定   

前期末残高 164 115

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △48 △1,869

当期変動額合計 △48 △1,869

当期末残高 115 △1,753

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,354 1,252

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,102 △2,530

当期変動額合計 △1,102 △2,530

当期末残高 1,252 △1,278

純資産合計   

前期末残高 58,893 59,004

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △6

当期変動額   

剰余金の配当 △1,183 △1,175

当期純利益 3,566 445

自己株式の取得 △1,170 △6

自己株式の処分 0 3

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,102 △2,530

当期変動額合計 110 △3,264

当期末残高 59,004 55,733
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,102 1,114

減価償却費 3,187 3,272

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 56

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 11 △34

退職給付引当金の増減額（△は減少） △63 516

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 58 △81

受取利息及び受取配当金 △255 △235

支払利息 3 103

固定資産除却損 80 93

投資有価証券売却損益（△は益） － △4

固定資産売却損益（△は益） 22 －

投資有価証券評価損益（△は益） 990 1,562

売上債権の増減額（△は増加） △123 6,144

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,136 △5,590

未収入金の増減額（△は増加） － △1,311

仕入債務の増減額（△は減少） 384 △3,069

未払費用の増減額（△は減少） 210 △888

その他 390 △264

小計 10,859 1,382

利息及び配当金の受取額 255 235

利息の支払額 △69 △133

法人税等の支払額 △4,471 △1,710

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,573 △224

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △800 －

定期預金の払戻による収入 200 800

有形固定資産の取得による支出 △4,095 △5,136

有形固定資産の売却による収入 51 －

投資有価証券の取得による支出 △3,512 △298

投資有価証券の売却による収入 10 7

その他 △100 542

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,247 △4,085

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 4,387 3,510

短期借入金の返済による支出 △4,160 △4,043

長期借入れによる収入 － 13,000

長期借入金の返済による支出 － △277

転換社債の償還による支出 － △7,586

自己株式の取得による支出 △1,170 －

配当金の支払額 △1,183 △1,174

その他 0 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,125 3,424

現金及び現金同等物に係る換算差額 △53 △560

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,853 △1,445

現金及び現金同等物の期首残高 17,858 14,004

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  14,004 ※1  12,559
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,765 10,855

受取手形 2,041 1,076

売掛金 ※1  9,159 ※1  4,304

製品 ※2  10,170 ※2  －

商品及び製品 － 12,570

原材料 5,199 －

仕掛品 6,837 8,213

原材料及び貯蔵品 － 6,261

繰延税金資産 945 873

未収入金 ※1  1,349 ※1  1,793

未収還付法人税等 － 1,266

その他 413 472

貸倒引当金 △7 △4

流動資産合計 47,874 47,684

固定資産   

有形固定資産   

建物 14,325 14,555

減価償却累計額 △9,922 △10,340

建物（純額） 4,402 4,214

構築物 1,340 1,368

減価償却累計額 △898 △958

構築物（純額） 441 410

機械及び装置 38,778 39,426

減価償却累計額 △31,004 △31,661

機械及び装置（純額） 7,774 7,764

車両運搬具 241 241

減価償却累計額 △218 △212

車両運搬具（純額） 23 28

工具、器具及び備品 8,371 8,728

減価償却累計額 △7,002 △7,640

工具、器具及び備品（純額） 1,368 1,087

土地 1,361 3,022

建設仮勘定 320 1,385

有形固定資産合計 15,693 17,913

無形固定資産   

ソフトウエア 190 128

その他 25 24

無形固定資産合計 216 152
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 6,234 3,903

関係会社株式 1,674 1,674

関係会社出資金 1,093 1,093

破産更生債権等 11 45

入会金 157 144

団体生命保険金 2,605 2,065

繰延税金資産 － 638

その他 161 160

貸倒引当金 △31 △76

投資その他の資産合計 11,907 9,649

固定資産合計 27,816 27,715

資産合計 75,690 75,400

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,151 6,012

1年内償還予定の転換社債 7,586 －

1年内返済予定の長期借入金 － 555

未払金 993 1,425

未払費用 2,527 1,827

未払法人税等 1,249 98

役員賞与引当金 80 45

その他 174 148

流動負債合計 21,761 10,113

固定負債   

長期借入金 － 12,167

繰延税金負債 7 －

退職給付引当金 660 1,177

役員退職慰労引当金 356 275

その他 27 27

固定負債合計 1,052 13,648

負債合計 22,814 23,761

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,532 9,532

資本剰余金   

資本準備金 12,886 12,886

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 12,886 12,886

利益剰余金   

利益準備金 1,416 1,416

その他利益剰余金   

配当準備積立金 1,510 1,510

退職手当積立金 500 500

別途積立金 14,500 15,500

繰越利益剰余金 12,841 10,033

利益剰余金合計 30,768 28,960
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

自己株式 △1,246 △37

株主資本合計 51,941 51,342

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 934 296

評価・換算差額等合計 934 296

純資産合計 52,875 51,638

負債純資産合計 75,690 75,400
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

売上高 ※1  46,169 ※1  35,755

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 9,860 10,170

当期製品製造原価 ※3  27,239 ※3  24,839

当期商品仕入高 4,336 3,648

合計 41,436 38,658

商品及び製品期末たな卸高 10,170 12,570

売上原価合計 ※5  31,266 ※5  26,087

売上総利益 14,903 9,667

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  7,834 ※2, ※3  7,747

営業利益 7,068 1,920

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※1  147 ※1  306

不動産賃貸料 40 41

仕入割引 28 22

雑収入 ※1  52 ※1  140

営業外収益合計 268 510

営業外費用   

支払利息 2 85

債権譲渡損 66 －

固定資産除却損 80 93

為替差損 130 180

雑損失 44 73

営業外費用合計 324 431

経常利益 7,012 1,999

特別利益   

投資有価証券売却益 － 4

特別利益合計 － 4

特別損失   

固定資産売却損 ※4  21 ※4  －

投資有価証券評価損 990 1,552

特別損失合計 1,012 1,552

税引前当期純利益 6,000 450

法人税、住民税及び事業税 2,950 34

法人税等調整額 65 △163

法人税等合計 3,015 △129

当期純利益 2,985 579
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 9,532 9,532

当期末残高 9,532 9,532

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 12,886 12,886

当期末残高 12,886 12,886

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 0 －

資本剰余金合計   

前期末残高 12,887 12,886

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 12,886 12,886

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,416 1,416

当期末残高 1,416 1,416

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

前期末残高 1,510 1,510

当期末残高 1,510 1,510

退職手当積立金   

前期末残高 500 500

当期末残高 500 500

別途積立金   

前期末残高 13,500 14,500

当期変動額   

別途積立金の積立 1,000 1,000

当期変動額合計 1,000 1,000

当期末残高 14,500 15,500
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 12,040 12,841

当期変動額   

剰余金の配当 △1,183 △1,175

別途積立金の積立 △1,000 △1,000

当期純利益 2,985 579

自己株式の処分 － △3

自己株式の消却 － △1,209

当期変動額合計 801 △2,807

当期末残高 12,841 10,033

利益剰余金合計   

前期末残高 28,966 30,768

当期変動額   

剰余金の配当 △1,183 △1,175

当期純利益 2,985 579

自己株式の処分 － △3

自己株式の消却 － △1,209

当期変動額合計 1,801 △1,807

当期末残高 30,768 28,960

自己株式   

前期末残高 △77 △1,246

当期変動額   

自己株式の取得 △1,170 △6

自己株式の処分 1 6

自己株式の消却 － 1,209

当期変動額合計 △1,169 1,208

当期末残高 △1,246 △37

株主資本合計   

前期末残高 51,309 51,941

当期変動額   

剰余金の配当 △1,183 △1,175

当期純利益 2,985 579

自己株式の取得 △1,170 △6

自己株式の処分 0 3

当期変動額合計 631 △599

当期末残高 51,941 51,342
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,826 934

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △892 △638

当期変動額合計 △892 △638

当期末残高 934 296

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,826 934

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △892 △638

当期変動額合計 △892 △638

当期末残高 934 296

純資産合計   

前期末残高 53,136 52,875

当期変動額   

剰余金の配当 △1,183 △1,175

当期純利益 2,985 579

自己株式の取得 △1,170 △6

自己株式の処分 0 3

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △892 △638

当期変動額合計 △260 △1,237

当期末残高 52,875 51,638
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平成20年６月27日

日本トムソン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本トムソン株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本トムソン株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  杉  本  茂  次  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  井  泰  成  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月26日

日本トムソン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本トムソン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本トムソン株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  井  泰  成  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  京 嶋  清 兵 衛  ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本トムソン株

式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

 当監査法人は、日本トムソン株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。  

   

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。  

  

以 上 
  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月27日

日本トムソン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本トムソン株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第59期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本トムソン株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  杉  本  茂  次  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  井  泰  成  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月26日

日本トムソン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本トムソン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第60期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本トムソン株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國  井  泰  成  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  京 嶋  清 兵 衛  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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 (注)※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありません

が、投資家の縦覧の便宜のため縦覧に供する場所としております。 

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 日本トムソン株式会社 

【英訳名】 NIPPON THOMPSON CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  山 下   皓 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区高輪二丁目19番19号 

【縦覧に供する場所】 ※中部支社 

  (名古屋市中川区西日置二丁目３番５号(名鉄交通ビル)) 

 ※西部支社 

  (大阪市西区新町三丁目11番３号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



 取締役社長山下皓は、当社の財務報告に係る内部統制の整備および運用に責任を有しており、企業会計

審議会が公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価

及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠し

て、財務報告に係る内部統制を整備および運用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目

的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚

偽の記載を完全には防止または発見することができない可能性があります。 

  

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行われて

おり、評価にあたっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しま

した。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響をおよぼす内部統制（全社的な内部統

制）の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しました。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

およぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備および運用状況を評価することによっ

て、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社および連結子会社について、財務報告の信頼性におよぼ

す影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性におよぼす影響の重要性は、金

額的および質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社および連結子会社３社を対象として行った全

社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。

なお、連結子会社４社につきましては、金額的および質的重要性の観点から財務報告の信頼性におよぼす

影響の重要性が僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる２事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的

に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金およびたな卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としま

した。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重

要な虚偽記載の発生の可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが

大きい取引を行っている事業または業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大き

い業務プロセスとして評価対象に追加しました。 

  

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日および評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】



該当事項はありません。 

  

５ 【特記事項】



 
(注) ※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありません

が、投資家の縦覧の便宜のため縦覧に供する場所としております。 

  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 日本トムソン株式会社 

【英訳名】 NIPPON THOMPSON CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  山 下   皓 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区高輪二丁目19番19号 

【縦覧に供する場所】 ※中部支社 

  (名古屋市中川区西日置二丁目３番５号(名鉄交通ビル)) 

 ※西部支社 

  (大阪市西区新町三丁目11番３号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



取締役社長山下皓は、当社の第60期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有価証券報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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